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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第108期

第３四半期
連結累計期間

第109期
第３四半期
連結累計期間

第108期

会計期間
自 平成25年４月１日

至 平成25年12月31日

自 平成26年４月１日

至 平成26年12月31日

自 平成25年４月１日

至 平成26年３月31日

売上高 (百万円) 97,660 97,300 130,997

経常利益又は経常損失（△） (百万円) △670 3,014 △1,825

四半期純利益又は
四半期（当期）純損失（△）

(百万円) △1,091 2,120 △2,528

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 70 3,049 △2,076

純資産額 (百万円) 84,296 84,010 81,989

総資産額 (百万円) 166,156 162,211 154,120

１株当たり四半期純利益金額又は
四半期（当期）純損失金額（△）

(円) △6.76 13.14 △15.67

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益金額

(円) － － －

自己資本比率 (％) 46.5 47.3 48.6
 

　

回次
第108期

第３四半期
連結会計期間

第109期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成25年10月１日

至 平成25年12月31日

自 平成26年10月１日

至 平成26年12月31日

１株当たり四半期純利益金額
又は四半期純損失金額（△）

（円） △5.28 5.32
 

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　△はマイナスを示しております。

４　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社の異動は、以下のとおりであります。

 

(その他の事業)

合鐵ファイナンス株式会社は清算結了により、第２四半期連結会計期間において連結の範囲から除外しており

ます。

 
この結果、平成26年12月31日現在では、当社グループは当社及び連結子会社８社、持分法適用関連会社３社とその

他の関係会社である新日鐵住金株式会社により構成されることとなりました。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書（第108期有価

証券報告書）に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)　業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、消費税率引き上げに伴う駆け込み需要の反動の影響から

一時的な落ち込みが見られ、また、昨年秋以降の円安進行による不透明感はあるものの、企業収益の持ち直し

と雇用・所得環境の改善を背景に、緩やかな景気回復基調が続きました。

普通鋼電炉業界におきましては、国内の建設関連需要は堅調ですが、建設現場における人手不足等が解消せ

ず工事遅延が多発するといった問題が生じており、また、円安環境下において、原燃料や電力等の諸コストが

高位で推移するなど、コスト負担増が続いております。

このような中で、当社グループにおける当第３四半期連結累計期間の業績は、当社の鋼材販売価格が前年同

期比トン当たり３千８百円上昇したものの、鋼片輸出が減少したことから、売上高は973億円と前年同期比３億

59百万円の減収となりました。一方で、スクラップ価格がやや低下したことや、コスト低減努力の継続によ

り、営業利益は前年同期比28億57百万円増益の23億81百万円、経常利益は前年同期比36億84百万円増益の30億

14百万円、四半期純利益は前年同期比32億11百万円増益の21億20百万円となりました。

　　各セグメント別の業績の概況は以下のとおりであります。

　　＜鉄鋼事業＞

当セグメントにおける当第３四半期連結累計期間の売上高は前年同四半期比３億65百万円減収の969億30百万

円、営業損益は前年同四半期比28億55百万円増益の21億47百万円の利益計上となりました。

＜その他の事業＞

当セグメントにおける当第３四半期連結累計期間の売上高は前年同四半期比６百万円減収の４億63百万円、

営業損益は前年同四半期比１百万円増益の２億44百万円の利益計上となりました。

 

(2)　財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、受取手形及び売掛金の増加（83億12百万円）等により、前連結会

計年度末（1,541億20百万円）から80億90百万円増加し、1,622億11百万円となりました。

負債につきましては、支払手形及び買掛金の増加（43億68百万円）等により、前連結会計年度末（721億31百

万円）から60億70百万円増加し、782億１百万円となりました。

純資産につきましては、四半期純利益の計上（21億20百万円）等により、前連結会計年度末（819億89百万

円）から20億20百万円増加し、840億10百万円となりました。

この結果、自己資本比率は前連結会計年度末の48.6％から47.3％になりました。
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(3)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課

題はありません。

 

(4)　研究開発活動

当第３四半期連結累計期間における研究開発費の総額は16百万円であります。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 394,000,000

計 394,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成26年12月31日）

提出日現在
発行数（株）

（平成27年２月６日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 171,452,113 171,452,113
東京証券取引所
(第一部上場)

完全議決権株式
単元株式数は1,000
株であります。

計 171,452,113 171,452,113 － －
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成26年12月31日 － 171,452 － 34,896 － 9,876
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(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載すること

ができませんので、直前の基準日である平成26年９月30日の株主名簿により記載しております。

 

① 【発行済株式】

平成26年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式(自己株式等)  － － －

議決権制限株式(その他)  － － －

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 10,078,000 － －

完全議決権株式(その他) 普通株式 160,675,000 160,675 －

単元未満株式 普通株式 699,113 － 一単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数  171,452,113 － －

総株主の議決権  － 160,675 －
 

（注）上記「単元未満株式」の「株式数(株)」の欄には、当社所有の自己株式538株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成26年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

(自己保有株式)
当社

大阪市北区堂島浜2-2-8 10,078,000 － 10,078,000 5.88

計  10,078,000 － 10,078,000 5.88
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２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 
１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２. 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成26年10月１日から平成

26年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年12月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成26年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 4,680 4,019

  受取手形及び売掛金 28,274 36,587

  たな卸資産 22,210 22,206

  その他 693 610

  貸倒引当金 △0 －

  流動資産合計 55,858 63,423

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 11,413 11,022

   機械装置及び運搬具（純額） 13,918 13,711

   土地 50,818 50,796

   その他（純額） 277 546

   有形固定資産合計 76,428 76,076

  無形固定資産 268 173

  投資その他の資産   

   投資有価証券 19,099 20,489

   その他 2,573 2,156

   貸倒引当金 △109 △107

   投資その他の資産合計 21,564 22,537

  固定資産合計 98,261 98,787

 資産合計 154,120 162,211

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 17,896 22,264

  短期借入金 19,750 20,062

  未払法人税等 271 403

  賞与引当金 986 510

  その他 5,488 7,863

  流動負債合計 44,392 51,104

 固定負債   

  長期借入金 15,515 14,689

  役員退職慰労引当金 133 115

  退職給付に係る負債 1,817 1,903

  その他 10,271 10,388

  固定負債合計 27,738 27,096

 負債合計 72,131 78,201
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成26年12月31日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 34,896 34,896

  資本剰余金 9,885 9,885

  利益剰余金 28,523 29,642

  自己株式 △1,991 △1,993

  株主資本合計 71,314 72,431

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 1,202 1,737

  繰延ヘッジ損益 △0 △0

  土地再評価差額金 2,613 2,613

  退職給付に係る調整累計額 △160 △126

  その他の包括利益累計額合計 3,655 4,224

 少数株主持分 7,019 7,353

 純資産合計 81,989 84,010

負債純資産合計 154,120 162,211
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

売上高 97,660 97,300

売上原価 90,421 87,339

売上総利益 7,238 9,961

販売費及び一般管理費 7,714 7,579

営業利益又は営業損失（△） △475 2,381

営業外収益   

 受取利息 1 1

 受取配当金 206 239

 受取賃貸料 211 206

 持分法による投資利益 － 548

 その他 60 53

 営業外収益合計 480 1,050

営業外費用   

 支払利息 261 229

 持分法による投資損失 258 －

 その他 155 187

 営業外費用合計 675 417

経常利益又は経常損失（△） △670 3,014

特別損失   

 固定資産除却損 46 62

 損害補償損失 17 －

 特別損失合計 63 62

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△733 2,952

法人税等 291 498

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△1,025 2,453

少数株主利益 65 332

四半期純利益又は四半期純損失（△） △1,091 2,120
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△1,025 2,453

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 1,092 562

 繰延ヘッジ損益 1 △0

 退職給付に係る調整額 － 33

 持分法適用会社に対する持分相当額 1 0

 その他の包括利益合計 1,095 595

四半期包括利益 70 3,049

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 71 2,689

 少数株主に係る四半期包括利益 △1 359
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

　連結の範囲の重要な変更

　合鐵ファイナンス株式会社は清算結了により、第２四半期連結会計期間において連結の範囲から除外しており

ます。

(会計方針の変更等)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

(会計方針の変更)

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付

見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更、割引率の決定方法を割引率決定の基礎となる

債券の期間について従業員の平均残存勤務期間に近似した年数とする方法から退職給付の支払見込期間及び支払

見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更いたしました。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第３四

半期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加

減しております。

この結果、当第３四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る資産が594百万円減少し、退職給付に係る負債が

134百万円増加し、利益剰余金が517百万円減少しております。なお、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経

常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微であります。
 

 

EDINET提出書類

合同製鐵株式会社(E01235)

四半期報告書

15/23



 

(四半期連結貸借対照表関係)

偶発債務

従業員の金融機関からの借入に対して、債務保証を行っております。

 

前連結会計年度

（平成26年３月31日）

当第３四半期連結会計期間

（平成26年12月31日）

連結従業員（住宅資金） 54百万円 連結従業員（住宅資金） 51百万円
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりでありま

す。

 

 
 

前第３四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日

　　至　平成25年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日

　　至　平成26年12月31日）

減価償却費  2,659百万円  2,548百万円
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(株主資本等関係)

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年４月26日
取締役会

普通株式 242 1.50 平成25年３月31日 平成25年６月10日 利益剰余金
 

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年４月30日
取締役会

普通株式 242 1.50 平成26年３月31日 平成26年６月10日 利益剰余金

平成26年10月30日
取締役会

普通株式 242 1.50 平成26年９月30日 平成26年12月１日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日）

１. 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

 
報告セグメント  

調整額
（注1）

四半期連結損益
計算書計上額

（注2）鉄鋼事業 その他の事業 計

 売上高 97,295 470 97,765 △105 97,660

セグメント利益
又は損失（△）

△707 242 △464 △11 △475
 

(注)１　セグメント利益又は損失の調整額は、セグメント間取引消去であります。

２　セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

２. 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日）

１. 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

 
報告セグメント  

調整額
（注1）

四半期連結損益
計算書計上額

（注2）鉄鋼事業 その他の事業 計

 売上高 96,930 463 97,393 △92 97,300

セグメント利益 2,147 244 2,392 △11 2,381
 

(注)１　セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去であります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２. 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日

　　至　平成25年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日

　　至　平成26年12月31日）

　１株当たり四半期純利益金額又は
四半期純損失金額（△）

△６円76銭 13円14銭

（算定上の基礎）   

　四半期純利益又は四半期純損失（△） △1,091百万円 2,120百万円

　普通株主に帰属しない金額 － －

　普通株式に係る四半期純利益金額又は
四半期純損失金額（△）

△1,091百万円 2,120百万円

　普通株式の期中平均株式数 161,390,755株 161,375,336株
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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(重要な後発事象)

(自己株式の取得)

　当社は、平成27年１月29日開催の取締役会において、会社法第459条第１項及び当社定款の定めに基づき、自己

株式を取得することを決議いたしました。　

(1) 自己株式の取得を行う理由

　機動的な資本政策等の遂行に資するため

(2) 取得に係る事項の内容

① 取得する株式の種類 当社普通株式

② 取得する株式の総数
 

5,000千株 (上限)
(発行済株式総数(自己株式を除く)に対する割合3.10％)

③ 株式の取得価額の総額 10億円 (上限)

④ 取得期間 平成27年２月３日～平成27年３月24日

⑤ 取得方法 東京証券取引所における市場買付（信託方式）
 

 

(退職給付制度の一部移行)

　当社は平成27年１月１日より退職給付制度の一部について確定拠出年金制度に移行しております。　

　この移行に伴う会計処理については、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第

１号）を適用する予定であります。

　この移行により、当連結会計年度において特別利益842百万円を計上する予定であります。一方で、当該退職給

付制度の見直しに伴い繰延税金負債1,069百万円を計上することから、当期純利益に与える影響は227百万円の減益

となる見込みであります。
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２ 【その他】

第109期（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）中間配当について、平成26年10月30日開催の取締役会にお

いて、平成26年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額                              　 242百万円

②　１株当たりの金額      　                     １円50銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日  平成26年12月１日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成27年２月６日

合同製鐵株式会社

取締役会  御中

 

新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   藤   田   立   雄   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   前   川   英   樹   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている合同製鐵株式会

社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成26年10月１日から平成

26年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、合同製鐵株式会社及び連結子会社の平成26年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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